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〈自由記述の概要〉 
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〈クロス集計による調査結果の分析〉 

 

■東日本大震災前後の支援団体数の変化 

法人格別に東日本大震災前後の団体数を比較した。 

 震災後の団体数の増加は明らかで、特に「一般社団法人」の増加が顕著である。 
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■大船渡市・陸前高田市・気仙沼市別に見た支援対象の属性 

 属性の最大値は、大船渡：「子ども」、陸前高田：「高齢者」、気仙沼：「女性」となった。 

 大船渡で回答ゼロ分野はないが、陸前高田では「ホームレス」「不登校」「ヤングケアラー」 

 「ネグレクト」「被差別」支援の回答がない。気仙沼では「ホームレス」「被差別」「日本以外 

にルーツを持つ方」への支援回答がなかった。 
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■東日本大震災前後の支援対象属性の変化 

 東日本大震災前に比べ「高齢者」、「子ども」、「女性」支援が大幅に増加しているが、社会全 

体の変化が反映している可能性もある。 
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■法人格別予算の状況 
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■予算規模と支援対象の属性 
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■活動が「孤独・孤立」対策につながっているか 

 法人格に関わらず、ほとんどの団体が自覚的に「孤独・孤立」を意識して活動していること 

が表れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26

5

0 1

8

2
0

8

21 0 0 0
3

0 0 0 0
3

1 1 0
2 1 0

3
0

0

5

10

15

20

25

30



40 
 

■「孤独・孤立」対策を意識して活動する団体の予算 

 

 

 

 

0
1
2
3
4
5
6
7



41 
 

■法人格別活動の連携先属性 

市区町村行政との連携が突出しており、公的機関や、社会福祉協議会との連携が目立つ。 

民間では、同分野で活動するＮＰＯとの連携が中心となっているが、分野の異なるＮＰＯと 

の連携も少なくないことが注目される。 
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■活動におけるネットワークの必要性 

 ネットワークについてどう思っているのかを、法人各別に集計した。 

 圧倒的に他団体とつながることに必要性を抱いていることが見て取れる。 

 

 

 

■ネットワークに参加する意義 

 ネットワークが必要な理由を集計した。「情報」「人脈」「新たな気付き」を得られ、活動を

「補い合い」「信頼関係を築く」ことができるという結果となった。 
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 同分野間のネットワークが最大となっている中で、他地域で活動する団体が参加するネット 

ワークに対する必要性を挙げているＮＰＯ等も多くなっている。 

 

 
 

 

■ネットワークの会合頻度 

「特定非営利活動法人」「一般社団法人」は、2 ヶ月前後に 1 回の会合開催を希望している。 
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■活動する上で課題と考えていること 

 恒常的な課題である「ヒト」「カネ」を課題に挙げる団体が多い。 

 上記以外に、ＮＰＯ等の非営利組織は運営力を課題に挙げているが、社会福祉法人では人材 

の確保が大きな課題となっている。 

 

 

 

 

〈アンケート調査の総括〉 

（１）ＮＰＯ等の現状確認 

・東日本大震災後に支援活動団体が大幅に増加した。（図表 5・6） 

・「助成金／補助金」が主たる活動財源である。（図表 8） 

・「孤独・孤立」対策を意識して活動をしている団体がほとんどである。（図表 12） 

・行政等と他セクターとの連携がみられる。（図表 20） 

 ・活動の課題と必要な支援は、「ヒト」「カネ」「組織運営」。（図表 23・24・25・26・27・28） 

・ネットワークは必要。「情報」「人脈」「気付き」が得られる。（図表 30） 

・ネットワークには、他分野・他地域の団体参加への期待がある。（図表 31） 

 

多くの団体が抱える人材と財源といった課題解決に必要な支援が求められている。ネットワ 

ーク構築に対する期待も感じ取れる。3市の特徴を活かし合い補い合う分野や自治体を横断 

するための橋渡し役として、中間支援の役割は大きい。 
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（３）ＮＰＯ向け研修（勉強）・ネットワーキング（交流） 

目  的：気仙地域でのネットワーク化と活動基盤の強化を見据え、アンケート調査結果を 

基に活動団体のニーズに合った活動団体向けの勉強会を実施することで、「孤独・ 

孤立」に対しての理解を深めるとともに、有効な活動を学ぶ。 

対  象：気仙地域各市で活動するＮＰＯ等 

実施方法：対面形式、各市ともに同一内容で実施 

開催日時：気仙沼会場  令和６年２月２１日（水）１４時００分～１６時３０分 

     陸前高田会場 令和６年２月２２日（木）１０時００分～１２時３０分 

     大船渡会場  令和６年２月２２日（木）１４時３０分～１７時００分 

 

「孤独・孤立について考えてみましょう」 

●「勉強会」の開催 

講師：吉田 建治 氏（特定非営利活動法人日本ＮＰＯセンター事務局長） 

・「内閣官房孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム監事」でもある講師から「孤独・孤立」

とはどのような状態に陥ることを指すのかを説明していただいた。併せて、令和 6 年 4 月

1 日から施行される「孤独・孤立対策推進法」の狙いと目的の解説をしていただき、地域

のＮＰＯ等活動団体に求められる支援の考え方について学ぶ場とした。 

 ・アンケート調査分析結果の一部について、考察を交えながら発表した。 

気仙沼会場：木下 雄太（特定非営利活動法人おおふなと市民活動センター理事長） 

陸前高田会場：塚本 卓（一般社団法人気仙沼まちづくり支援センター代表理事） 

大船渡会場：三浦 まり江（特定非営利活動法人陸前高田まちづくり協働センター理事長） 

・各市 1 回ずつの計 3 回実施（交流会と併催）。 

●「交流会」の開催（「勉強会」と併催） 

コーディネーター：田尻佳史氏（特定非営利活動法人日本ＮＰＯセンター常務理事） 

ワークショップ形式で以下のことを行った。 

「自己紹介」～「所属」～「参加理由」～「自身が孤独を感じるとき」を共有。 

 上記の項目から、お互いを知り「孤独」を自分事として考える場を形成。 

 次に、「身近で気になる人」を付箋に示し、参加者が一緒に「考えられる解決策」を検討し 

て行くことで、「孤独・孤立」に対する気付きを得る機会となり、それまで接点のなかった 

参加者間の新たなつながりを生み出す機会とした。 
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告知チラシ（3市共通） 
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「勉強・交流会」参加者アンケート 

〈気仙沼会場〉 

参加者数 ：１７名／アンケート回答者数１６名 

参加者の属性：仙台市拠点のＮＰＯ：２名、一般社団法人：１名、任意団体：３名、 

社会福祉協議会：７名、市外社会福祉協議会：１名、市職員：１名、 

市議会議員：１名、一般市民：１名 
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会場風景 
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〈陸前高田会場〉 

参加者数  ：７名／アンケート回答者数７名 

参加者の属性：陸前高田拠点のＮＰＯ：１名、市職員：２名、市外の一般社団法人：２名、 

       市外の労働者協同組合：２名 
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会場風景 
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〈大船渡会場〉 

参加者数  ：１４名／アンケート回答者数７名 

参加者の属性：大船渡拠点のＮＰＯ：９名、市外のＮＰＯ：２名、社会福祉協議会：１名、 

市外の一般社団法人：２名 
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会場風景 
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勉強・交流会の総括 

 ・内容を同一として 3 市連続で開催というタイトなスケジュールではあったが、結果として 

  思わぬ効果をもたらした。それは、市域を越えた参加が見られたことである。気仙沼会場 

  に陸前高田の団体、陸前高田会場に気仙沼の団体、大船渡会場に陸前高田の団体の参加が 

見られたことは大きな収穫となった。今後、気仙地域としてネットワーク構築を考える上 

においても重要な点といえる。 

・参加者アンケートの結果からは、法を定め国として取り組むことへの学びと、支援者とし 

て取り組むことは何であるのか、連携の意義についての理解が進んだように見受けられる。

ワークを通じては、活動団体間の情報・意見交換により新たなつながりを生む機会となっ

たこと、「孤独・孤立」について、仕事として考えることから、身近な事例を考えているだ

けでなく、自分はどのような状態にあるのかを見つめる機会となったことで、「孤独・孤

立」をより身近に考える素地ができたことがうかがえる。 

・参加者の多くが、学びの機会や、交流の機会を求めていることが明確になったことから、 

孤独・孤立対策のネットワーク形成に向けた計画作りが重要となる。 

 

（４）検証、「調査報告書」の作成 

目  的：事業終了後も継続的なネットワークとするため、アドバイザーを交えて事業全般 

の振り返り・検証を行い、ＮＰＯ支援の本事業の「調査報告書」としてまとめる。 

実施方法： 

●ネットワーク会議での振り返り、検証 

構成団体による実施事業の整理を行い、アドバイザーを招聘し事業を振り返り検証、成果 

と課題を洗い出し、今後の展開について継続して話し合うこととなった。 

 

●最終報告書の作成と次年度以降の展開の協議 

・最終報告書の構成協議し、最終報告書（本書）を作成。 

・配布先は、気仙地域で活動するＮＰＯ等の支援団体や行政機関等の協力機関等。 

今後も続的に事業を展開するために活用する。 
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４.事業成果 

 

本事業実施の意義 

（１）自治体を越えた協働 

 ・岩手県大船渡市、陸前高田市と宮城県気仙沼市の中間支援組織の間で、市や県を跨ぐ形で 

事業を行えたことで、それぞれの市の強みや特徴を知ることができた。また、地域で活動 

する団体に詳細な調査を実施したことにより、これからの気仙地域の「孤独・孤立」対策 

は勿論のこと、団体活動を支える上において必要となる資源を確認できた。 

・中間支援組織三者の関係性も深まり、今後も協力して課題解決に取り組んでいこうという 

機運が高まったことから、継続して協力する体制の基盤構築ができた。 

・自治体ごとに独自の組織体制がある等。事業対象 3市の福祉施策、体制の違いが確認でき 

たことから、それぞれの利点について考えることができた。 

 

（２）気仙地域で活動する団体の実態 

・気仙地域の 3 市それぞれで市民活動に色の違いがあることが分かった。大船渡は高齢者や 

生活困窮者に対しての支援、気仙沼は「子ども」や「障がい者」、「困窮者」支援など、ひ 

とつの分野に複数のプレイヤーがいる。一方で陸前高田は、分野に 1 団体という状態で同 

一分野内のプレイヤーの数が少なく、「孤独・孤立」化のリスクが高い傾向にある「高齢 

者」、「ひとり親」、「障がい者」を中心としたテーマ毎の地域内ネットワークをつくること 

が難しいため、今回のような広域対象のネットワークが有効であると感じた。他地域団体 

との連携・協働は人的課題の解消のひとつの方法にもなり得る。 

・多様な分野が関わることが「孤独・孤立」対策の推進には重要な要素だが、アンケート調 

査結果からも分かるように、「孤独・孤立」対策を専門としない団体であっても、日頃から 

このテーマに活動がつながると意識している団体が当地域には多いことがはっきりした。 

・アンケート調査結果から、3 市それぞれで異なる強みを持っていることがわかった。地域 

課題解決の実動につなげるための資源は 3 市を合わせれば十分にある。 

・気仙沼、陸前高田、大船渡の 3 会場で開催した勉強会／交流会では、当初、開催市の活動 

団体のみが参加すると考え、同一市内の活動団体間の交流を想定していたが、開催日の都 

合が合わないないなどの理由から、他市の会場に参加する団体があり、自治体を越えた交 

流機会となり、新たなつながりが生まれた。各市の担当課職員や社協職員の参加もあり、 

気仙地域として課題解決に取り組む下地をつくることができた。 

 

 

 

 

 



59 
 

５.課 題 

 

（１）活動団体の現状確認と調査対象の精査 

・調査対象の団体を精査するための話し合いに時間をかける必要があった。事業実施構成団 

体それぞれで、情報を有する団体の属性が異なっており、調査対象を共通とするための話 

し合いに時間を要した。 

・日常的に関係のある以外の情報収集の機会となったものの、東日本大震災後の支援活動を 

目的とした団体が活動を休止、解散していることが明らかになるとともに、震災前から活 

動していた団体も連絡先不明で活動の確認が困難な状態にあることがわかった。また、地 

縁組織（自治会）が支援対象である構成団体もあり、調査対象にすることも検討したが、 

当該構成団体以外は個人情報保護法の関係で地縁組織の役員の連絡先が分からず、3 市間 

で調査対象を統一できないことから対象外とした。これらの要因から、想定調査団体数が 

大幅に減少することとなった。 

 ・運営課題として挙げられた財源、人材不足・人材育成、事業運営力についての支援策を講 

  じるため掘り下げや追加調査を実施し、その上で複数回の各種勉強会、交流会を実施でき 

ればよかったのだが、調査自体に想定よりも時間がかかってしまったことで、計画してい 

た内容を十分に実行できなかった。 

 

（２）調査協力団体数が少なかった 

・調査内容について、自覚的に「孤独・孤立」対策に関係する活動をしていない団体でも、 

意識せずに活動の結果として「孤独・孤立」化を未然に防いでいたり、当事者を支えるこ 

とにつながっている団体の状況も把握したい意図があった。自分たちが行っている活動に 

は関係のない調査と考え回答を見合わせてしまう懸念も抱いていたことから、出来る限り 

「孤独・孤立」という直接的な表現をしないように広く調査を実施することを考えていた。 

しかし、調査意図が不明確になってしまったせいもあるのか、未回答の団体が多かったこ 

とは、大きな課題として残った。 

 

（３）活動原資の確保 

 ・地方で活動する中間支援組織の多くは活動原資が行政委託であることが多いが、委託外の 

活動をするためには活動に時間と財源の確保が深刻な課題となる。それに加え、中間支援

組織に対する資金援助の仕組みも脆弱である。中間支援の存在意義を的確に伝え理解と共

感を得ること、その結果として財源を得て地域課題解決と社会変革を進め支える立場とし

ての基盤強化を推し進める必要がある。 
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６.今後の展開 

 

展 開 

・これまでも地域の中間支援組織として活動してきたが、改めて調査を行うことで、思いも 

しなかった団体の側面を知ることができた。併せて、調査に回答した地域活動団体のほと 

んどが「孤独・孤立」対策につながる活動であると考えていることは、新たな発見である。 

自覚的に活動していることが基本になっているのなら、活動団体それぞれが事業をしっか 

りやっていくことが「孤独・孤立」の予防や解消につながるという見方もできる。そのた 

めには、ＮＰＯ等の活動団体が普段から行っている活動を継続して、クオリティをあげ 

ていくことが重要となる。中間支援組織として、団体の抱える課題解決に向けたサポート 

をするための事業を推進し、県域を越えた交流をきっかけに連携・協働によるアクション 

につなげていく支援メニューを検討する。 

・地方都市における支援活動の課題である人材不足、財源確保と、解消に向けた関係づくり 

が望まれていることから、各市で活動する団体の特徴を活かした学びの場を設ける。 

 ・活動団体の現状がある程度明らかになったが、今まで以上に団体に対するする調査とコミ 

ュニケーションを推進する。 

 ・これまでは、大船渡市／陸前高田市／気仙沼市内に限定することが多かった情報収集と提 

供が主であったが、今後は出来る限り「気仙地域」で活動する団体の情報提供を強化する 

よう努める。 

 

 

「孤独・孤立」を生み出さない「気仙地域」であるために、枠（県・市・セクター・分野） 

にとらわれず、資源（得意な活動・専門知識を有する人材等）を繋ぎ合わせる中間支援の活 

動を、おおふなと市民活動センター・陸前高田まちづくり協働センター・気仙沼まちづくり 

支援センターが協働体制を継続し、必要に応じて「気仙地域」以外の組織とのつながりも意 

識しながらネットワーク構築に必要な事業を展開する。 

 

多くの団体が抱えている「人材不足・育成」と。「財源確保」といった課題解決に必要な支援 

が求められている。ネットワーク構築に対する期待も明らかである。 

大船渡、陸前高田、気仙沼 3 市の特徴を活かし合い補い合う、分野や自治体を横断するため 

の橋渡し役として、中間支援組織の役割は大きい。 

 

 

 

 

 




